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2015 年 9 月 25 日に開催された「持続可能な開発サミット」にて、 

世界は「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」を採択した。このアジェンダは「2030年までに世界中の貧困

を根絶し持続可能な発展を達成する」ことを宣言し、「全人類にとっ

ての持続可能な発展」という世界共通のグローバルビジョンを具体化

した画期的事績である。この 2030 アジェンダにより、17 つの「持続

可能な開発目標 (SDGs)」が提示された。この 17つの目標は細分化

された 169のターゲットで構成されており、各目標の達成度合いを測

るために 230の指標が用意されている。  
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https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/21252030%20Agenda%20for%20Sustainable%20Development%20web.pdf
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CDPの情報開示と SDGs 

2015年、SDG コンパスがグローバル・レポーティング・イニシアティブ、国連グローバル
コンパクト、WBCSD(持続可能な開発のための世界経済人会議)の 3 者によるレポート
「Business Reporting on the SDGs: An Analysis of the Goals and 
Targets」 にて打ち出されて以来、CDPは SDGアジェンダに精力的に関与してきた。 
 

SDG 指標と CDP の開示データを相互にマッピングさせ

ていく新たな取り組みのねらいは、①SDGs 達成におけ

る経済界の貢献と進捗度合いの査定、②目標と現状の間

にあるギャップの理解、③SDGs 達成に向けた政策アク

ションの周知、である。現在、CDP は主に環境面のサステ

ナビリティに焦点を当ててデータを収集しているため、こ

のマッピングは環境に関連した 6 つの目標 6 と、各目標を

測る 66 の指標に限られている。  

SDG と CDP データ間のマッピングは、 CDP の 4 つの

質問書(気候変動、フォレスト、水セキュリティ、都市自治

体・州／地域(CStaR)) から得られたデータポイントを、

それぞれと最も親和性の高い SDG 指標とリンクさせる

ことで行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず CDP 質問書の質問項目と関連データを一連の除外

基準によって選り分ける。その後、除外されず残った項

目・データを目標（SDG）、ターゲット、そして最終的に指

標へと段階的に変換していく。 

マッピングの最終段階では、各質問項目・データと指標の

関連性の強さに評価が付けられ（強い直接的関連がある

場合は 3、ほとんど無関係で間接的関連であれば 1 が与

えられる）、マッピングの粒度を細かくしている。 

 

これにより、「環境に関連した 6 つの SDGs の中の最も

ビジネスに関連する SDG 指標に対し、CDP のデータが

インサイトを提供できる」ということが分かるだろう。
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http://www.sdgcompass.org/
http://www.sdgcompass.org/
https://www.unglobalcompact.org/library/5361
https://www.unglobalcompact.org/library/5361


 

 

 

 

 

 

 

 

表 1: CDP のデータがほぼ完全に整合している SDG 指標 

SDG 
SDG 指標との関連がレベル 3 と 

評価された項目 
フォレスト 気候変動 

水セキュ

リティ 
CStaR 

 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

 

6.1.1 
安全に管理された飲料水サービス

を利用する人口の割合 
  

 
 

6.2.1 

(a)安全に管理された公衆衛生サ

ービスを利用する人口の割合、(b)

石けんや水のある手洗い場を利用

する人口の割合 

  
  

6.4.1 水の利用効率の経時変化   
 

 

6.4.2 
水ストレスレベル：淡水資源量に占

める淡水採取量の割合 
  

 
 

6.5.1 統合水資源管理（IWRM）の度合い    
 

6.6.1 水関連生態系範囲の経時変化   
 

 

 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確

保する 

7.2.1 
最終エネルギー消費量に占める再

生可能エネルギー比率 
 

 
 

 

 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

11.2.1 

公共交通機関へ容易にアクセスで

きる人口の割合（性別、年齢、障が

い者別） 

    
 

11.6.1 

発生した都市ごみ全体のうち、管

理された施設で収集及び管理され

る都市ごみの割合（都市別） 

   
 

11.6.2 

都市部における微粒子物質（例：

PM2.5やPM10）の年平均レベル

（人口で加重平均したもの） 

   
 

11.b.2 

国家防災戦略に沿った地方レベル

の防災戦略を採択し実行している

地方政府の割合 

   
 

安全な水とトイレ

を世界中に 

エネルギーをみんなに 

そしてクリーンに 

住み続けられる 

まちづくりを 
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SDG 
SDG 指標との関連がレベル 3 と 

評価された項目 
フォレスト 気候変動 

水セキュ

リティ 
CStaR 

 持続可能な生産消費形態を確保する 

12.3.1 

 

a) 食料損耗指数、及び b) 食料

廃棄指数 

   
 

 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

13.1.3 

国家防災戦略に沿った地方レベ

ルの防災戦略を採択し実行して

いる地方政府の割合 

 
 

 
 

13.2.2 年間温室効果ガス総排出量    
 

 
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化へ

の対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

15.1.1 土地全体に対する森林の割合 
 

  
 

15.2.1 
持続可能な森林経営における進

捗  
   

 

つくる責任 

つかう責任 

気候変動に 

具体的な対策を 

陸の豊かさも 

守ろう 
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CDPのデータから得られるインサイト 

ここでは、SDGアジェンダに対し CDPのデータが貢献できる領域を取り上げる。  

SDGのデータ不足を埋める  
SDG 指標の中には、その指標の進捗に関するデータが未だ入手できていないもの

がある。こうしたデータ不足に対し、現在 CDP を通じて情報を開示している企業デ

ータを提供することで不足を補完することができる。 

SDG アジェンダが打ち出されて以来約 6 年が経過したが、環境に関連した 93 の指

標のうち、順調な進捗を見せているのはたった２２の指標(23%) だけである。他の

77%の指標に関しては、進捗の査定ができる十分なデータが揃っていない (68%)

か、アクションを強化せねばターゲットが達成できる見込みがない (9%)。 CDP は民

間セクターにより生み出された SDGs の進捗に関するデータを提供できるため、こう

したギャップを埋め、官民間の新たなパートナーシップを橋渡しするという貢献がで

きる。 

SDG指標のギャップは「大部分が良い理由から生まれてい

る」ということがわかる  
CDP のデータと緊密にマッチングしている指標は、シンプルかつ適切な粒度で定義

されているものである。 

CDP のデータは、環境関連の 6 つの SDG 全てをカバーしている。しかし、6 つの

SDG 指標全てを、平等かつ十分にカバーしているわけではない。これは SDG 指標の

複雑さと測定におけるきめ細かさに起因している。そのため、多くのデータを必要と

する指標においては、その指標の査定を支える全てのデータが揃わない、ということ

が多い。また、指標の中には、地方政府との関連で定義されているものや、暗黙的に

国レベルでの測定を前提としている（特定の条約の調印など）ものもある。たいてい

の場合、こうした指標を多く持つ SDGs は CDP データとマッチさせるのは難しい。

しかし、例えば目標 6「安全な水とトイレを世界中に」の指標は、そうした特定の細かい

粒度で定義されていないため、CDP データと特によくマッチしている（表 1 を参照）。 

トップパフォーマーからの学びを提供する  
CDP のデータを参照することで、サステナビリティを経営に取り込み SDG 指標へ

取り組んでいる代表的企業（トップパフォーマー）の取り組みから学びを得られる。  

企業がサステナビリティ(特に SDG)へアプローチする手法は多種多様である。CDP

のデータは、SDG 指標に取り組んでいる様々な企業がどのようにして“その取り組み

をするに至った”かについて学ぶ機会を提供できる。 CDP は質的/量的データの両方

を兼ね備えているため、企業の取り組みやトレンドを理解する上でより深いインサイト

を提供することができる。 

 

 

 

https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/27627/MeaProg2019.pdf?sequence=1&isAllowed=y
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「行動しない」 理由を理解できる  
CDPのデータは、政策決定者が「企業が SDGsやその関連事業に向けて行動しない

理由」をよりよく理解する一助となることができる。SDG の多くの関連指標につい

ても、企業が最善を尽くさない理由をCDP質問書では把握できる。  

どの SDGs に自社が取り組むのか、既に公表している企業は少なくない。しかし多く

の企業が、「公表した約束と実際の取り組みにギャップがある」もしくは「全く行動に移

せていない」。これに対し、企業の SDGs 貢献を支援することに関心がある政策決定

者は、「なぜ企業が特定の SDGs に取り組まないのか」を理解することで、重要なイン

サイトを得ることができる。このことは、進捗が遅れているもしくは停滞している、ま

た新型コロナウイルスのパンデミックの影響で見られたように進捗が逆行している 7

指標において、特に有効である。CDP のデータは SDGs に取り組む上で発生する障

害と課題について学ぶ機会を提供できる。取り組みが遅れている企業や産業部門を

概観することで、「なぜ企業がある問題に優先的に取り組まないのか」「どのようなサ

ポートを必要としているのか」「特にどの部分に課題があるのか」…などの理解が促進

されるだろう。 

インサイトを行動へと変換する  
政策決定者は、CDP のデータを活用することで「企業に行動をとらせるために何を

すべきか」についてインサイトを得ることができる。CDPが集めている SDG指標に

関連するデータには、企業が今後とろうとしている行動意図が報告されており、長期

間にわたり蓄積されたデータを参照することで、報告された行動意図が実現されて

いるのか追跡することができる。  

調査によると、企業は SDG アジェンダの重要性を認識しており、SDGｓを自社の企

業戦略に取り入れようとする旨を表明することも多いという 8。 しかし、それを踏ま

えて具体的にどういった行動をとっているのかは謎に包まれたままである。 

CDP のデータが持つ特有の強みとして、多くの SDG 関連の質問事項が単なる「イ

エス」と「ノー」の二項対立を超えた選択肢を含んでいることが挙げられる。通常であ

れば二択で用意されるであろう質問事項にも、CDP 質問書では「進行中」もしくは

「2 年以内に行動する予定である」という選択肢を設けている。これらのデータによ

って CDP は、取り組みを強化しつつある企業が何社あるのか分析することができ、

このことは SDGs の全体的な進捗度合いを描くうえで重要な側面を提示している。

また、多くの企業の時系列データよって、分析者は企業が自社の誓約に実際に従っ

ているかどうか理解することができる。 

また CDP は、このデータを用いることで、企業の中で行動意図がアクションに変換さ

れていくその過程を追うことができる。例えば、特定の業種および産業部門が他と比

べて取り組みを強化させやすい傾向が高いか否か、また特定地域の地域政府が SDG

アジェンダの特定部分を支援しているかどうか、などを知ることができるのである。 
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SDGｓの進捗を予測する  
企業の行動意図が宣言されている CDP のアンケート結果は、アンケート項目に関連

した目標内で起こり得る潜在的な進捗について予測する素地を提供することが 

できる。  

2030 年までに SDGｓを達成するため、国際社会は取り組みをより野心的にすべく

動いている。そのために、今日までの進捗を把握する必要があり、そのための大部分

のデータは存在している。しかしながら、「進捗を予測する」データはほとんど無いに

等しい 9。これに対し、CDP のデータは、企業が短期的に達成するであろう進捗を査

定することによって、進捗予測データの不足を一部埋めることができる。 CDP 質問

書内の多くの質問事項は、物事の現状よりむしろ計画について問う事項が多いため、

未来志向的指標の作成もしくは予測のために使うことができる。 

こうした「進捗を予測する」指標は、進捗が生まれる前に、どこで進捗が最も生まれや

すいか、そしてどの企業が立ち遅れているのかを理解する助けとなる。こうした理解

が可能であれば、SDG 貢献に多大なインパクトを生むことができる集団や問題に働

きかけたりサポートしたりする一助となるだろう。CDP 質問書と類似の調査において

は、「今後の計画意図」はあまり頻繁に把握されていないため、こうした未来志向の指

標が提供でき CDP の情報開示活動ほど広い範囲を持った団体はほとんどない 10。  

 SDGs同士の結びつきを強調できる 
CDP のデータを SDG 指標にマッピングしていくと、多くのデータが多数の目標に

関連していることが明確に分かる。これにより、異なる SDGｓ同士の結びつきが示さ

れ、取り組む上で得られる潜在的な相乗効果が強調されている。 

SDG への取り組みの多くは、ある特定の指標・ターゲット・もしくは（ただ漠然と）目標

に対する貢献に焦点を当てている。 その際、異なる目標に所属している指標間のつな

がりを考慮することはあまりない 11。 CDP のデータを SDG 指標にマッピングするこ

とで、「異なる目標・ターゲット・指標間には結びつきがあることを強調できる」という

副次効果がある。 例えば、CDP フォレスト質問書内の質問事項は、目標12と目標15

の 2 つの指標とマッチしている場合が多い。もちろん、多くの場合、そうした内容を完

全にマッチさせることができるのは 1 つの目標に対してのみである。しかしながら, 目

標１２「つくる責任 使う責任」 と目標 15「陸の豊かさも守ろう」の間には強い繋がり

があり、目標 15 内の特定の指標に取り組むためには目標 12 内に含まれる指標に基

づいた行動が求められる、ということは明確である。こうした関係は、他の目標・ター

ゲット・指標においても見受けられる。 
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CDPデータを活用した SDGs取り組み事例 

 
 

「水と衛生に関する SDG６統合報告書」 (2018)内で UN-

Water（国連水関連機関調整委員会）は、目標 6「安全な水

とトイレを世界中に」に関連した 5 つの観点を調査する上で

CDP のデータを活用している。以下、その活用方法を紹介

する： 

1. ターゲット 6.2: 「全ての人々の、適切かつ平等な下水施

設・衛生施設へのアクセスを達成する」の測定において、

「民間セクターが、水/下水施設/衛生施設へのアクセス

を従業員に提供できているか」査定する方法としての 

活用。 

 

 

2. ターゲット 6.4「全セクターにおいて水の利用効率を大

幅に改善し、淡水の持続可能な採取及び供給を確保し

水不足に対処するとともに、水不足に悩む人々の数を

大幅に減少させる」を測定するにあたり、以下のデータ

を提供している： 

 

(i) 水の欠乏リスクと、それによってサプライチェー

ンが被る被害 

(ii) 「自社の直接的操業において良質な水が必要不

可欠である」と報告している企業から得る、水の

質と量に関するインサイト 

(iii) 民間セクターが 2030 SDG アジェンダに基づ

いて水に関する課題と解決策に取り組んでいる

という現状 

 

3. ターゲット 6.5「国境を越えた適切な協力を含む、あら

ゆるレベルでの統合水資源管理を実施する」、およびタ

ーゲット 6.b: 「水と衛生に関わる分野の管理向上への

地域コミュニティの参加を支援・強化する」の測定手法

としての活用。CDP のデータを参照すれば、 ある企業

がどのようにしてサプライヤー/政策決定者/他ステーク

ホルダーにはたらきかけ (例：灌漑の質強化など農家が

より良い農業を行えるよう教育するプロジェクトの実

施)、水不足の緩和・適応への投資を始めたのか理解で

きる。 

4. 水量の恒常的減少による水質の低下が産業に与えるダ

メージに関する財政的コストの見積もりとしての活用。 

CDP の調査は、水関連の情報を機関投資家へ開示する

ためのデータである、「水と財政情報の間にあるシステ

ム的関連」を示した初の調査である。 

5. 水に関連したリスクを深刻化させる要因トップ 5 (水量

低下、洪水、干ばつ、水ストレスの深刻化、気候変動) と、

水に関連したリスクトップ 5 (オペレーションコストの増

大、サプライチェーンの混乱、水供給の混乱、経済成長

の抑制、ブランドダメージ)に関するインサイトの提供。 

 

事例 1 ：国連による SDGs進捗査定における CDPデータの貢献 
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ネスレは、食料品を扱う他の企業・セクター同様、事業活動を

通してココアやパーム油などの商品の需要を高めるため、こ

れらを供給する森林の伐採に加担してしまうリスクを負って

いる。ネスレが扱う商品のサプライチェーンは長く複雑なた

め、仕入れた商品が「森林が伐採されているエリアから供給

されたものではない」ということを確認することは難しい。

商品の生産地をサプライチェーン全体で追跡することは非常

に難しいため、ネスレは知らず知らずのうちに森林減少に加

担してしまう可能性がある。 

ネスレはこの問題に取り組む最先端の食料品企業の 1 つで

ある。目標 15「陸の豊かさも守ろう」に沿って行動すること

で、ネスレは「2010 年までに（自社起源の）森林減少をなく

す」と宣言した。しかし、森林減少への取り組みは長い闘いだ

った。 まずサプライチェーン内のどこで森林減少が起きてい

るのか理解することから始め、森林減少を監視するフレーム

ワークを構築し、最終的に森林減少に加担している業者をサ

プライチェーンから駆逐した。これを徹底するため、 ネスレは

衛星を利用したモニタリングツール「Starling」を取り入れ

ている。「Starling」によって、パーム油や製紙用パルプの仕

入れを目的とした森林伐採が行われている場所を突き止め

ることができ、特にパーム油の仕入れを目的とした森林伐採 

 

のうち 57%を占めている、小規模な森林減少の発生地を突

き止めるのに適している。 2019 年、ネスレは、「Starling」

が検知した自社の製造所50km範囲内における388,047

の森林伐採アラートを精査し、その結果を踏まえて森林を伐

採しているサプライヤーを特定した。それに加え、ネスレはよ

り厳しいルールを制定した: もし今後の調査で森林伐採行為

が見られた場合、60 日以内に彼らはネスレとの取引を禁止

される。ネスレは 2018 年以来、この方法によって、14 のサ

プライヤーに取引を禁止した上、自社のウェブサイト上ダッシ

ュボードを経由してこれについて公表し、透明性を保って 

いる。 

現在、 こうした森林減少対策を宣言してから 10 年が経過し

たが、ネスレは森林減少問題に対し、受動的アプローチ（森林

減少に対処する）からより能動的なアプローチ（森林保護政

策を実行する）に動きつつある。ネスレによると、能動的アプ

ローチの中には「持続的な生活の促進および人権の尊重を

行いながら、森林を保護し回復させていく」サプライヤーを

積極的に探し出すという行動も含まれるという。これについ

ては現在、インドネシアのアチェ州において最初の試用期間

が始まっている。 

サステナビリティを企業戦略の中心に据える手法は様々だ。自社内部に焦点を当てサス
テナビリティをビジネスロジックと深く関連付けている企業もあれば、社外プロジェクト
の実施に力を入れ NGO/パートナー企業/地方政府などの他アクターと連携しつつ自社
の比較優位性を活用する企業もある。 次に示す 2つの事例では、大規模な多国籍企業２
社がどのように SDGsに従事しているのか紹介する。 
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インドネシア最大のビール製造業者の 1 つであるマルチ・ビ

ンタン（ハイネケン（オランダ）所有）は、「Brew A Better 

World strategy」（醸造業者が、社内では製造プロセスの

効率化に努め、社外では健全な水域保全へ取り組み水セキュ

リティを向上させることを求められている取り組み）の一環

として、水ストレスが特に強いエリアを中心に、健全な水域の

保全を最重要課題として取り組んでいる。水ストレスは多く

の地域で重要な問題であり、こうした環境の中でいかにして

醸造を行うかということは今後向き合い続ける必要のある

課題である。2014 年以来、マルチ・ビンタンは、水資源を守

り 将 来 世 代 に 残 す た め 、 「 Water Stewardship 

Programmes」に基づいた行動を始めた。このプログラム

は社内・社外両面での努力に焦点を当てている。社内では、

製造プロセスにおける水効率と無駄のない汚水処理に取り

組んでおり、社外では水源保護と各水域の水バランス（水域

に流れ込む水量と水域から流れ出る水量のバランスをとる

こと）を優先的に取り組んでいる。 

マルチ・ビンタンは、SDG 指標とリンクさせた明確に定量

化されている指標を用いて、自社の水利用目標を定量化し

ている。また、2022 年までに、製造において「醸造ビール

1 ヘクトリットルあたりの水使用量を 2.35 ヘクトリットル

まで減らす」と宣言している。この数値は 2019 年 6 月時

点でビール 1 ヘクトリットルあたり 3.06 ヘクトリットルま

で減少しており、目標は達成される見込みであるという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらにマルチ・ビンタンは、2023 年までに水バランスを

100%にすることを目指している。これを達成するために

は、「飲料製造に使われた水 1 ヘクトリットルごとに 1.5 ヘ

クトリットルの水を自然環境へ還す」ということが必要だ。 

マルチ・ビンタンは、水域に関する広範囲のプロジェクトに関

与している。バイオポリ穴（土壌に狭く深く掘られた穴で、野

菜くずを埋めることでコンポスト素材を作ることができる）

の設置プロジェクトはその 1 つだ。バイオポリ穴は雨水の浸

透を遅らせることで土壌内に水を保ち、洪水を予防する効果

がある。マルチ・ビンタンは他にも、大規模な森林再生と河川

保存などの重要プロジェクトも実施している。 

水域保護活動は、包括的なアクションが求められる。そのた

め醸造者たちは、自社との関連ステークホルダーへ働きかけ

る枠組みを国際連合工業開発機関(UNIDO)のサポートの

もと組織し、ブランタス川とシサダン川という 2 つのローカ

ル河川にて流域水同盟を設立した。 

マ ル チ ・ ビ ン タ ン の 水 源 保 護 活 動 は Ｐ ｗ Ｃ 協 賛 の

「 Sustainable Business Awards by Global 

Initiatives」 にて 5 年連続で特別賞を授けられている。

2021 年、 ブランタス川・シサダン川における健全な流域保

護 活動は 、 「イ ン ドネ シ ア水 同盟（ Indonesia Water 

Coalition）」という新たなマルチステイクホルダーパートナ

ーシップを通じてさらに強化される見込みだ。参加メンバー

の中には、インドネシア国内の水セキュリティを向上すべく尽

力している地元/国際 NGO、そして 6 つの多国籍企業が名

を連ねている。 
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